
午後の部 (線 路)平 成 ２ ９ 年 度 第 ２ 回
専門的能力・電気通信システム電気通信主任技術者試験問題

注 意 事 項
１４時２０分１ 試験開始時刻

２ 試験種別終了時刻

試 験 科 目 科 目 数 終 了 時 刻

１５時４０分「電気通信システム」のみ １ 科 目

１６時００分「専門的能力」のみ １ 科 目

１７時２０分「専門的能力」及び「電気通信システム」 ２ 科 目

３ 試験種別と試験科目別の問題(解答)数及び試験問題ページ

問 題 ( 解 答 ) 数 試 験 問 題
試 験 種 別 試 験 科 目 申請した専門分野

問１ 問２ 問３ 問４ 問５ ペ ー ジ

通 信 線 路 ８ ８ ８ ８ ８ 線 1～線14

専門的能力 通 信 土 木 ８ ８ ８ ８ ８ 線15～線28

線路主任技術者 水 底 線 路 ８ ８ ８ ８ ８ 線29～線42

電 気 通 信 専 門 分 野 に
問１から問２０まで ２０ 線43～線47

シ ス テ ム かかわらず共通

４ 受験番号等の記入とマークの仕方

マークシート(解答用紙)にあなたの受験番号、生年月日及び氏名をそれぞれ該当枠に記入してください。(1)

受験番号及び生年月日に該当する箇所を、それぞれマークしてください。(2)

生年月日の欄は、年号をマークし、生年月日に１桁の数字がある場合、十の位の桁の｢０｣もマークしてください。(3)

[記入例] 受験番号 ０１ＣＦ９４１２３４ 生年月日 昭和５０年３月１日

５ 答案作成上の注意

マークシート(解答用紙)は１枚で、２科目の解答ができます。(1)

｢専門的能力｣は薄紫色(左欄) 「電気通信システム｣は青色(右欄)です。、

解答は試験科目の解答欄の正解として選んだ番号マーク枠を、黒の鉛筆(ＨＢ又はＢ)で濃く塗りつぶしてください｡(2)

ので、使用しないでください。① ボールペン、万年筆などでマークした場合は、採点されません

二つ以上マークした場合、その問いについては採点されません。② 一つの問いに対する解答は一つだけです。

③ マークを訂正する場合は、プラスチック消しゴムで完全に消してください。

免除科目がある場合は、 科目欄は記入しないでください。(3) その

(4) 、あなたが ( と略記)を○で囲んでください。受験種別欄は 受験申請した線路主任技術者 『線 路』

(5) 、 のうち、あなたが を○で囲んでください。専門的能力欄は 『通信線路・通信土木・水底線路』 受験申請した専門的能力

試験問題についての特記事項は、裏表紙に表記してあります。(6)

６ 合格点及び問題に対する配点

(1) 各科目の満点は１００点で、合格点は６０点以上です。

(2) 各問題の配点は、設問文の末尾に記載してあります。

マークシート(解答用紙)は、絶対に折り曲げたり、汚したりしないでください。

次ページ以降は試験問題です。試験開始の合図があるまで、開かないでください。

受 験 番 号 解答の公表は１月３１日１０時以降の予定です。

(控 え) 合否の検索は２月１９日１４時以降可能の予定です。

(今後の問い合わせなどに必要になります。)

受　　験　　番　　号

0000000

11111111

2222222

3333

44444

55555

6 666

77 777

8

9

888

999

8

9

6

Ｂ

Ｃ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ

Ｅ

Ｄ

Ｈ

Ｇ

4

5

6

7

4

5

6

7

8

9

Ｆ

00

333

生 年 月 日

000000

111111

22222

33333

4444

5555

66 66

777

9

8 8 8

99

年 号

年 月 日

昭
和

平
成

Ｈ



線29

試 験 種 別 試 験 科 目 専 門 分 野

線路主任技術者 専門的能力 水底線路

問１ 次の問いに答えよ。 (小計２０点)

(１) 次の文章は、メタリック伝送線路における減衰量、無ひずみ伝送などについて述べたものであ

る。 内の(ア)～(エ)に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。

ただし、 内の同じ記号は、同じ解答を示す。 (２点×４＝８点)

減衰量は、二次定数の一つである減衰定数αの大小によって決定される。往復導体の単位長

当たりの抵抗とインダクタンスをそれぞれＲとＬ、往復導体間の単位長当たりの漏れコンダク

タンスと静電容量をそれぞれＧとＣとすると、Ｒ、Ｌ、Ｇ及びＣは線路の一次定数といわれ、

減衰定数αは、これら一次定数から導かれる。

減衰定数αの近似式は、一般に、高周波(３０ kＨz 程度以上)の場合、次のように表される。

Ｒ Ｃ Ｇ
≒ ＋ (ア)α

２ Ｌ ２

この近似式において、減衰定数αは、Ｒ＝Ｇ＝０の場合にゼロになるが、これは全く減衰しな

いということで実現するのは不可能であり、 (イ) の関係にある場合に最小の値となる。
Ｒ

しかし、実際の伝送路においては、一次定数の関係は、一般に、 (ア) ≪ である
Ｇ

ため、 (イ) の減衰量最小条件を満足することは困難であることから、インダクタンスＬ

を大きくすることで減衰量を小さくする方法がとられる。

また、減衰量最小条件は、無ひずみ伝送の成立する条件でもあり、伝送に用いる周波数帯域

全体にわたり、 (ウ) が一定であること、減衰定数αが一定であること及び (エ) が

周波数に比例することが必要である。

＜ ＞(ア)～(エ)の解答群
Ｌ

① ② ＲＣ ＝ ＧＬ ③ 線路長 ④ 集中定数
Ｒ
Ｒ

⑤ ⑥ ＲＧ ＝ ＬＣ ⑦ 分布定数 ⑧ 特性インピーダンス
Ｃ
Ｌ

⑨ ⑩ ＲＬ ＝ ＧＣ ⑪ 電流密度 ⑫ ボルツマン定数
Ｃ

Ｃ
⑬ ＬＣ ⑭ ＝ ＧＬ ⑮ 位相定数 ⑯ 反射係数

Ｒ
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(２) 次の文章は、光ファイバの構造パラメータ、光ファイバの伝搬特性、光ファイバの分散などに

ついて述べたものである。 内の(オ)～(ク)に最も適したものを、下記のそれぞれの解

答群から選び、その番号を記せ。 (３点×４＝１２点)

(ⅰ) 光ファイバの構造パラメータについて述べた次のＡ～Ｃの文章は、 (オ) 。

Ａ 光ファイバの構造を決定するパラメータは、ＳＭ光ファイバでは、コア径、モードフィー

ルド偏心量、外径及びカットオフ波長であり、ＭＭ光ファイバでは、モードフィールド径、

外径、開口数及び屈折率分布である。

Ｂ カットオフ波長とは、高次のモードを遮断する波長をいい、例えば、１.３ で使用すμｍ

るＳＭ光ファイバにおいては、カットオフ波長は１.３ よりも短くなければならない。μｍ

カットオフ波長より長い波長領域では高次のモードが導波するマルチモード伝搬となり、短

い波長領域では基本モードのみが導波するシングルモード伝搬となる。

Ｃ モードフィールド偏心量とは、モードフィールド中心とクラッド中心との距離をいい、

モードフィールド中心とコア中心は実質的には同じ場所になるので、モードフィールド偏心

量は、一般に、コア中心とクラッド中心との距離として測定される。

<(オ)の解答群>

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ Ｃのみ正しい

④ Ａ、Ｂが正しい ⑤ Ａ、Ｃが正しい ⑥ Ｂ、Ｃが正しい

⑦ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しい ⑧ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しくない

(ⅱ) 光ファイバの伝搬特性について述べた次の文章のうち、正しいものは、 (カ) である。

＜ ＞(カ)の解答群

① ＳＭ光ファイバにおけるモードフィールド径は、光強度分布がガウス型で近似で
１

きるとき、光強度(光パワー)が最大値の (ｅは自然対数の底)になるところの直
ｅ

径をいう。

② 基本モードにおける光強度分布は、コアの中心で最大値となり、中心から離れる

に従って小さくなり、ポアソン分布で近似することができる。

③ ＳＩ型光ファイバにおいては、コアとクラッドの境界面を臨界角よりも小さな角

度で反射しながら進む光波が存在するが、この光波が光ファイバの伝搬モードにな

るためには、コアの中心軸に直交する方向の位相変化量が、光波の１往復に伴って
１
の整数倍になる必要がある。

２π
④ 光ファイバで伝搬可能なモード数を構造パラメータから求めるには、規格化周波

、数Ｖが用いられ、空気中の光の波長をλ、コアの半径をａ、コアの屈折率をｎ１

クラッドの屈折率をｎ とすると、Ｖは次式で表すことができる。２

２πａ ２ ２Ｖ ＝ × ｎ －ｎ１ ２
λ
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(ⅲ) 石英系光ファイバにおける分散などについて述べた次のＡ～Ｃの文章は、 (キ) 。

Ａ 光ファイバの材料であるガラスの屈折率が光の周波数により僅かながら異なるため、光ファ

イバ中を伝搬する光パルスの幅が狭まる現象は、分散といわれる。

Ｂ ＭＭ光ファイバは、ＳＭ光ファイバと比較して、コア径が大きく光源との結合効率も高い

が、モード分散により伝送帯域が制限され、一般に、距離の短い構内配線などで使用される。

Ｃ ＳＭ光ファイバのゼロ分散波長や分散スロープを制御して製作された光ファイバは、総称

して分散制御光ファイバといわれる。

<(キ)の解答群>

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ Ｃのみ正しい

④ Ａ、Ｂが正しい ⑤ Ａ、Ｃが正しい ⑥ Ｂ、Ｃが正しい

⑦ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しい ⑧ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しくない

(ⅳ) 石英系光ファイバの分散特性について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ク)

である。

<(ク)の解答群>

① 材料分散は光ファイバの材料である石英ガラスの性質に依存するため、大きく変

化させることはできないが、構造分散は、比屈折率差や屈折率分布を調節すること

で変化させることができる。

② 光ファイバのコア形状の僅かなゆがみによって複屈折が生じ、光ファイバ中を伝

搬する二つの偏波モード間に伝搬時間差が生ずる現象は、偏波モード分散といわれ

る。偏波モード分散は、波長分散と比較して光信号への影響は小さいが、伝送速度

が高速になるほど伝送距離を制限する要因の一つとなる。

③ 光ファイバの波長分散は、材料分散と構造分散の和であるが、ＳＭ光ファイバで

は構造分散が伝送帯域を制限する主な要因となる。ＳＭ光ファイバの波長分散は、

一般に、１.３ μｍ 付近でゼロとなっている。

④ 入射光パルスが光ファイバ中を幾つかの異なったモードで伝搬することによって

生ずる分散は、モード分散といわれる。モード分散を小さくするためにコアの屈折

率分布を放物線状としたものがＧＩ型光ファイバであるが、モード分散を完全に無

くすことはできない。
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問２ 次の問いに答えよ。 (小計２０点)

(１) 次の文章は、光ファイバにおける非線形光学現象について述べたものである。 内の

(ア)～(エ)に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。ただし、

内の同じ記号は、同じ解答を示す。 (２点×４＝８点)

光ファイバに高強度の光を入射すると、 (ア) が光の電界強度の２乗に比例して変化す

る現象が生ずる。この現象は (イ) といわれ、入射された光自身が誘起した (ア) 変

化によって、光の位相が急激に変化する (ウ) を生じ、この結果、短光パルスのスペクト

ルに広がりが生ずる。

特に、波長多重伝送など大容量の光伝送において障害となる非線形光学効果として (エ)

といわれる現象がある。これは、異なる三つの波長の光が入射されたときに新たな波長の光が

生ずる現象で、波長多重伝送では、特定の信号光に干渉して伝送品質の劣化を引き起こす。

＜ ＞(ア)～(エ)の解答群

① ブリルアン散乱 ② レイリー散乱 ③ 屈折率 ④ ラマン効果

⑤ 自己位相変調 ⑥ 相互位相変調 ⑦ 二光波混合 ⑧ 透磁率

⑨ 第二高調波発生 ⑩ 第三高調波発生 ⑪ 光カー効果 ⑫ 誘電率

⑬ モードフィールド径 ⑭ 四光波混合

⑮ 光パラメトリック発振 ⑯ ホトリフラクティブ効果

(２) 次の文章は、光ファイバ伝送における光ファイバへの光の入射、光の性質、ＭＭ光ファイバの

周波数特性、信号劣化要因などについて述べたものである。 内の(オ)～(ク)に最も適

したものを、下記のそれぞれの解答群から選び、その番号を記せ。 (３点×４＝１２点)

(ⅰ) 光ファイバへの光の入射について述べた次の文章のうち、正しいものは、 (オ) である。

<(オ)の解答群>

① 光ファイバへの光の入射点では、空気、コア及びクラッドの三つの屈折率の異な

る媒質が接しており、空気とコア及びコアとクラッドのそれぞれの境界面での光の

屈折及び反射においてファラデーの法則が成り立つ。

② 屈折率の異なる二つの媒質Ⅰ及びⅡ(ただし、屈折率は、媒質Ⅰが媒質Ⅱより大き

いものとする。)が接した状態で、媒質Ⅰから媒質Ⅱへ光が入射する場合、光が媒質Ⅱに

入り込むことなく全反射が生ずるときの入射角は、ブリュースター角といわれる。

③ 光ファイバへの光の入射条件を示す開口数(ＮＡ)は、光源と光ファイバの結合効

率に影響を与える基本的なパラメータであり、一般に、コア径が同じであればＮＡ

の大きな光ファイバほど、また、ＮＡが同じであればコア径の大きな光ファイバほ

ど、結合効率が高い。

④ ＮＡは、光ファイバの材料分散を変化させることにより制御可能であり、一般に、

ＮＡが大きい光ファイバほど受光可能な入射角は大きくなる。レンズを用いて効率

良く光源からの光を光ファイバに入射させるには、光ファイバのＮＡがレンズの

ＮＡを超えないようにしなければならない。
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(ⅱ) 光の性質などについて述べた次の文章のうち、正しいものは、 (カ) である。

＜ ＞(カ)の解答群

① 電磁波は、電界と磁界が直交して進行し、それぞれの振動方向は進行方向に垂直

な横波である。光は、放送や携帯電話に用いられる電波の波長と比較して、非常に

長い波長の電磁波である。

② 回折現象のうち、光源と観測点のいずれか、又は光源と観測点の両方が開口に近

く、光の波面の曲率が無視できない回折は、フラウンホーファー回折といわれる。

③ 光の波長に近い大きさの微粒子を含む透明な媒質に白色光を入射させると、入射

側に近いところでは青い光が散乱し、残った赤い光が伝搬する。この現象はレイリー

散乱といわれ、散乱による損失の大きさは波長の２乗に比例する。

④ 光の吸収とは、光の一部が光の伝搬媒体によって吸収され、熱に変換される現象

をいい、光ファイバでは石英ガラスが持つ紫外吸収と赤外吸収のほか、添加剤とし

て含まれる金属イオンや水素イオンによる不純物吸収がある。

(ⅲ) ＭＭ光ファイバの周波数特性及び伝送帯域について述べた次の文章のうち、正しいものは、

(キ) である。

<(キ)の解答群>

① 伝送帯域は、ベースバンド周波数特性において、光信号を電気信号に変換した後の

振幅が、変調周波数ゼロのときと比較して６ dＢ 減衰するまでの周波数の範囲とし

て求めることができる。

② ベースバンド周波数特性は、光ファイバがどこまで高い周波数の変調光信号を伝

搬できるかを示すものであり、入射光信号と出射光信号の位相の差で表され、一般

に、変調周波数が高くなるほど、また、伝送距離が長くなるほど、周波数チャーピ

ングの影響により光信号波形は劣化する。

③ ＧＩ型光ファイバの伝送帯域はモード分散と波長分散によって制限され、光源に

ＬＤを使用する場合には波長分散が、また、ＬＥＤを使用する場合にはモード分散

が伝送帯域を制限する主な要因である。

④ 伝送帯域特性は光ファイバのモードフィールド径に依存することから、ＧＩ型光

ファイバの伝送帯域特性は、一般に、その使用波長で伝送帯域が最大となるように

モードフィールド径が設計される。
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(ⅳ) 光ファイバ通信における信号劣化要因などについて述べた次のＡ～Ｃの文章は、 (ク) 。

Ａ 光伝送路の途中に光コネクタなどの光部品があると、反射によって干渉現象が生ずる。反

射光が光源であるＬＤまで戻り干渉現象によって発振光が不安定になることを防ぐため、ホ

トリフレクタが用いられる。

Ｂ 光信号が伝送路を伝わるうちに、自然条件の影響を受け光ファイバが温度変化によって伸

縮すると揺らぎを生じ、ビット誤り率を増大させる要因の一つとなる。この揺らぎの周波数

が１０ 未満のものはジッタといわれる。Ｈz

Ｃ 線形中継システムでは、信号光とＡＳＥ光との間のビート雑音は中継器数に比例して増大

し、また、ＡＳＥ光とＡＳＥ光との間のビート雑音は中継器数の２乗に比例して増大する。

<(ク)の解答群>

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ Ｃのみ正しい

④ Ａ、Ｂが正しい ⑤ Ａ、Ｃが正しい ⑥ Ｂ、Ｃが正しい

⑦ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しい ⑧ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しくない

問３ 次の問いに答えよ。 (小計２０点)

(１) 次の文章は、ＷＤＭ伝送システムに用いられる光海底中継器について述べたものである。

内の(ア)～(エ)に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。ただ

し、 内の同じ記号は、同じ解答を示す。 (２点×４＝８点)

ＷＤＭ伝送システムに用いられる光海底中継器は、光ファイバ伝搬により減衰した信号光を

エルビウム添加光ファイバ(ＥＤＦ)によって光増幅中継する装置であり、一定間隔で光海底ケー

ブルに接続される。光海底中継器は、高い耐腐食性及び耐水圧性が要求されるため、一般に、

が使用されている。耐圧筐体材料として (ア)
きょう

波長多重された信号光を光海底中継器により一括増幅するＷＤＭ伝送システムにおいて、イ

ンターネットトラヒックなどによる通信量の増大に対応するためには、光海底中継器の利得帯

域の平坦化と広帯域化が不可欠である。こうしたことから、ＥＤＦＡの光波長に対する利得特
たん

性 (イ) する損失特性を持つ (ウ) フィルタを用いることにより１.５５μｍ帯におい

て、４０ nｍ に及ぶ利得帯域が実現されている。

(ウ) フィルタには、光ファイバのコアに周期的な屈折率変化を形成した (エ) な

どが使用されており、設計自由度が高く、中継間隔及び使用波長帯域に応じた光海底中継器の

利得特性の最適設計が可能となっている。

<(ア)～(エ)の解答群>

① と一致 ② ファイバカプラ ③ 偏 光 ④ 光アイソレータ

⑤ に再帰 ⑥ と相反 ⑦ ＦＲＰ ⑧ を強調

⑨ 利得等化 ⑩ 波長分散補償 ⑪ 補 間 ⑫ アルミニウム銅合金

⑬ ベリリウム銅合金 ⑭ 光サーキュレータ

⑮ ファイバグレーティング ⑯ ニッケルクロム合金
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(２) 次の文章は、光海底ケーブルシステムに用いられている海中設備の構造などについて述べたも

のである。 内の(オ)～(ク)に最も適したものを、下記のそれぞれの解答群から選び、

その番号を記せ。 (３点×４＝１２点)

(ⅰ) 光海底ケーブルの種類と適用について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (オ)

である。

<(オ)の解答群>

① 光海底ケーブルには、使用環境の違いによって、外傷防止のために様々な保護構

造が施されている。陸揚局近傍の浅海域では、特に、漁労、錨などにより損傷を受
いかり

けやすいため、一般に、鋼線を一重又は二重に巻いて保護した鋼線外装ケーブルが

用いられている。

② 無中継用光海底ケーブルには、陸上用光ファイバケーブルとの相互接続性を考慮

し、一括融着接続を可能とする４心テープ心線を溝付きのスロットに積層して収納

することにより、光ファイバ心線を最大１００心収容できる構造を有するものがある。

③ 光海底ケーブルの外装ケーブルのうち、ＤＡ(Double Armored)ケーブルは、鋼線

を二重に巻いて強固に保護した構造であり、このような鋼線外装ケーブルには、海

底面での外力などによる損傷を防止できると同時に、８００ kＮ 程度の張力にも

耐えられる高張力型ケーブルがある。

④ 光海底ケーブルの無外装ケーブルのうち、ＬＷＳ(Light Weight Screened)ケーブル

は、ＬＷコアを高強度プラスチックテープで覆い、さらに、高密度ポリエチレン

シースで保護した構造であるが、耐水圧強度は外装ケーブルと比較して劣っている。

(ⅱ) 給電装置の構成、及び給電装置と光海底ケーブルの給電路との接続について述べた次のＡ～

Ｃの文章は、 (カ) 。

Ａ 両端給電構成で２地点間を結ぶポイント・ツー・ポイントシステムでは、一方の陸揚局の

電力プラント保守作業時に、対向局の電力プラントで全負荷を担うことにより給電を継続で

きる場合でも、電力プラントである電力制御部と電力監視部は、全て冗長化されている。

Ｂ ３地点間以上を結ぶフィッシュボーン構成の光海底ケーブルシステムでは、一般に、ブラ

ンチ区間は片端給電構成であり、かつ、ブランチ局の電力プラントは冗長化されていないた

め、ブランチ局の電力プラント保守作業時に給電を継続することができない。

Ｃ 給電装置と光海底ケーブルの給電路との接続には、ビーチマンホールにおいて光海底ケー

ブルの光ファイバと給電路を分離し、給電路としての給電ケーブルを陸揚局まで引き込み、

給電装置に接続する方法がある。

<(カ)の解答群>

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ Ｃのみ正しい

④ Ａ、Ｂが正しい ⑤ Ａ、Ｃが正しい ⑥ Ｂ、Ｃが正しい

⑦ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しい ⑧ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しくない
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(ⅲ) 光海底分岐装置の構造などについて述べた次の文章のうち、正しいものは、 (キ) であ

る。

<(キ)の解答群>

① 光海底分岐装置は、分岐装置本体、ケーブルカップリング及び海中アースから構

成されている。光海底分岐装置のケーブルカップリングは、トランクケーブル用及

びブランチケーブル用とも同じ構造であり、光海底中継器のケーブルカップリング

と同一の仕様である。

② 光海底分岐装置に取り付けられる海中アースは、給電系を構成する装置であり、

長期安定性と耐腐食性が要求される。この海中アースの極性は、陰極性の場合、電

極自身が分解する反応となるため、一般に、陽極性で使用される。

③ 多局間を結ぶ光海底ケーブルシステムの場合、１分岐ケーブルに故障が発生した

場合、残りの他の分岐ケーブル間の通信を確保できることが重要となる。したがっ

て、光海底分岐装置には、長期にわたり切替えが確実に行え、安定した給電路の設

定を確保するために、一般に、高信頼性の真空リレーが使用される。

④ 光海底分岐装置の耐圧筐体と海中アース間に電位差がある場合、腐食電流が流れ、
きょう

耐圧筐体が腐食するおそれがあることから、海中アースは、耐圧筐体から一定の

距離をおいて設置する必要がある。実用化の例では、２５年の長期使用を考慮し、

１００ 以上離す必要があるとされている。ｍ

(ⅳ) 光海底ケーブルシステムにおける監視システムの構成などについて述べた次の文章のうち、

正しいものは、 (ク) である。

<(ク)の解答群>

① 監視システムは、一般に、ＩＴＵ－Ｔで標準化されているＴＭＮアーキテクチャ

に基づいて構成されており、ＴＭＮアーキテクチャは３階層から成り、最上位層は

サービス管理層である。

② 監視システムは、一般に、クライアントサーバ構成であり、ネットワーク管理層

のネットワーク管理装置であるＭＣ(Maintenance Controller)又はＥＭＳ(Element

Management System)をサーバとし、エレメント管理層のＬＴＥ(Line Terminating

Equipment)などのＮＥをクライアントとして監視制御用のＬＡＮを経由して接続さ

れている。

③ 各陸揚局におけるＴＭＮアーキテクチャに基づく各階層の機器は、ＧＰＳ衛星か

ら高精度なＵＴＣ(Universal Time Coordinated)時刻情報をそれぞれ個別に直接受

信しているため、障害発生時における原因解析の重要な情報となる警報やイベント

の正確な発生時刻を提供することができる。

④ 各陸揚局の監視システムは、一般に、ＤＣＮ(Data Communication Network)によ

り相互に接続されており、陸揚局間における監視用の通信は、海底区間の光信号伝

送方式であるＳＤＨ／ＳＯＮＥＴやＯＴＮ(Optical Transport Network)における

フレームのオーバヘッドに重畳されているデータ通信チャネルを用いて行われる。
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問４ 次の問いに答えよ。 (小計２０点)

(１) 次の文章は、海底ケーブルの埋設工事などについて述べたものである。 内の(ア)～

(エ)に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。 (２点×４＝８点)

海底ケーブルは、底引き網漁業、船舶の投錨などの外的要因から保護するため、一般に、そ
びょう

れらの危険性があるケーブルルートでは外装ケーブルを使用し、さらに海底に埋設される。

海底ケーブルの埋設工法の一つとして、鋤式埋設機を用いて海底ケーブルを (ア) に埋
すき

設する工法がある。鋤式埋設機は、一般に、最深で水深 (イ) ｍ 程度まで適用可能なも

のが使用されている。

また、鋤式埋設機はケーブル交差点での埋設やケーブル修理後の埋設には使用できないため、

そのような場所では、一般に、ＲＯＶの (ウ) によりケーブル埋設が行われる。ＲＯＶは

埋設工事のほか、電気・磁気センサ及び搭載カメラによるケーブル故障点探査、マニピュレー

タによるケーブル把持・切断などにも使用される。

海底質が埋設に適さない岩場では、保護管を海底ケーブルに被せ、更にそれを海底に固定す
かぶ

る保護工法が採用される場合がある。

浅海部では、ケーブル陸揚地から沖合０.５ kｍ ～１.０ kｍ 程度まで掘削装置により掘削

して管路を設置する (エ) といわれる工法が用いられる場合がある。この工法の利点とし

ては、ケーブル陸揚げに際し、沿岸漁業への影響がないこと、護岸堤、離岸堤などの構造物の

影響を受けないことなどが挙げられる。

<(ア)～(エ)の解答群>

① ５００ ② 敷設と同時 ③ ＡＵＶ

④ １,０００ ⑤ スクリーニング ⑥ 敷設の後

⑦ １,５００ ⑧ 探査と同時 ⑨ ウォータジェッティング

⑩ ２,５００ ⑪ 敷設と交互 ⑫ ＣＨＧ

⑬ ＮＡＴＭ ⑭ ダイレクトランディング

⑮ ＨＤＤ ⑯ エレクトローディング
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(２) 次の文章は、光海底ケーブルの敷設工事などについて述べたものである。 内の

(オ)～(ク)に最も適したものを、下記のそれぞれの解答群から選び、その番号を記せ。

(３点×４＝１２点)

(ⅰ) ＩＣＰＣ(International Cable Protection Committee)によるケーブル交差などに関する勧

告について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (オ) である。

<(オ)の解答群>

① 新設ケーブルが既設ケーブルと交差する場合、既設ケーブルが外装ケーブルの場

合には外装ケーブルを、既設ケーブルが無外装ケーブルの場合には無外装ケーブル

を新設するというように、交差するケーブルの外装種別は同じにする。

② 新設ケーブルが既設ケーブルと交差する場合、その交差角は９０度が望ましく、

少なくとも交差角を４５度以上とする。

③ 新設ケーブルが既設ケーブルの海底中継器近傍で交差する場合、その海底中継器

とケーブル交差点との距離は、少なくとも水深と同等以上とする。

④ 新設ケーブルを２本の既設ケーブルの交差点付近に敷設する場合、既存の交差点

で３本のケーブルが交差するように新設ケーブルのルートを調整する。

(ⅱ) 深海部における光海底ケーブルの敷設工事について述べた次のＡ～Ｃの文章は、 (カ) 。

Ａ 深海部における光海底ケーブルの敷設工事では、着底した光海底ケーブルは深海流の影響

を受けて移動して損傷するおそれがあるため、一般に、埋設される。

Ｂ 光海底ケーブルを敷設する際のスラックは、海底の斜面が上り傾斜ではプラスとして、水

平距離に対して光海底ケーブルが長く海底に敷設され、下り傾斜ではマイナスとして、水平

距離に対して光海底ケーブルが短く海底に敷設される。

Ｃ 光海底ケーブルの敷設に用いるケーブルエンジンには、リニアケーブルエンジン、ドラム

ケーブルエンジンなどがある。深海部における敷設の場合は、スラック制御が容易で高速敷

設に適したドラムケーブルエンジンが用いられる。

<(カ)の解答群>

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ Ｃのみ正しい

④ Ａ、Ｂが正しい ⑤ Ａ、Ｃが正しい ⑥ Ｂ、Ｃが正しい

⑦ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しい ⑧ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しくない
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(ⅲ) 光海底ケーブルの陸揚工法について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (キ)

である。

<(キ)の解答群>

① ケーブル船から光海底ケーブルを海岸の陸揚局又はビーチマンホールに引き込む

陸揚工事では、陸揚海岸の底質、地形、既設ケーブルの有無、埋設方法、陸揚距離

などの状況を考慮して、最適な工法が採用される。

② 陸揚工法の一つであるケーブル船けん引法は、ケーブル船が海岸から十数 kｍ

以内に接近可能な場合に適用され、船固めの後、船尾又は船首よりロープを作業船

で引き出し、海岸の大滑車と船の間に橋渡しをしてから、ケーブル船側でロープを

巻き込み、光海底ケーブルを陸揚げする方法である。

③ 陸揚工法の一つである直接けん引法は、遠浅海岸で陸揚距離が長い場合に適用され、

ケーブル船の船尾又は船首よりロープを作業船で引き出し、陸揚海岸のブルドーザ

などでロープを引張り、直接、ケーブル船から光海底ケーブルを陸揚げする方法で

ある。

④ ケーブル船から直接、光海底ケーブルを陸揚げできない場合、陸揚部分の光海底

ケーブルを小型の作業船で先行敷設し、ブイオフする。次に、先行敷設された光海

底ケーブルとケーブル船が主敷設する光海底ケーブルを接続した後、主敷設を行う

方法がある。

(ⅳ) 光海底ケーブルの敷設方法について述べた次の文章のうち、正しいものは、 (ク) であ

る。

<(ク)の解答群>

① 光海底ケーブルの敷設中に、ケーブル船が敷設方向に海底面の上昇傾斜を観測し

たとき、光海底ケーブルが宙づり状態になるのを避けるためには、ケーブル船の船

速を上げる必要がある。

② ケーブル船を用いて動水力学定数が異なる２種類の光海底ケーブルを敷設する場

合、同じ船速では動水力学定数が小さいほどケーブル傾斜角(海面と光海底ケーブル

とのなす角)は小さくなる。

③ ケーブル船を用いて光海底ケーブルを敷設する場合、光海底ケーブルの繰出速度

が船速と比較して速いとき、光海底ケーブルの繰出速度が速いほど、ケーブル傾斜

角は大きくなる。

④ 船速が一定なケーブル船から船速より遅い繰出速度で光海底ケーブルを平坦な海
たん

底地形に敷設する場合、ケーブル船から海底の光海底ケーブル着底点までのケーブ

ル敷設形状は、一直線となり、着底点においてケーブル張力はゼロとなる。
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問５ 次の問いに答えよ。 (小計２０点)

(１) 次の文章は、海底ケーブル敷設に伴う埋設ルート調査(ＢＡＳ：Burial Assessment Survey)の

方法などについて述べたものである。 内の(ア)～(エ)に最も適したものを、下記の解

答群から選び、その番号を記せ。ただし、 内の同じ記号は、同じ解答を示す。

(２点×４＝８点)

海底ケーブルのルート調査は、一般に、関連する漁業協同組合から海洋調査に対する同意を

得た後、所轄の (ア) に所定の作業届を提出し、受理された後に行われる。ルート調査で

は、海底ケーブル故障の主な原因である漁労や投錨からケーブルを保護するために海底ケーブ
びょう

ルのＢＡＳが重要である。

ＢＡＳでは、計画されたルートに沿って海底の底質、硬さ、 (イ) の厚さなどについて

のデータが収集され、ケーブル種別、埋設方法及び目標埋設深度が決定される。ＢＡＳは、一

般に、地盤の強度を調査するために実施される原位置試験である (ウ) を用いる方法、又

は調査用のアンカー若しくは鋤を曳航する方法により行われる。さらに、埋設機による埋設を
すき えい

考慮し、海底下１ ｍ ～３ ｍ 程度までの (イ) の分布を広範囲に調査するため、海底地

形を面的に計測できる機能を有する (エ) などを使用した地層探査も行われる。これらの

調査結果により、海底の (イ) が安定して厚く、かつ海底が平坦な場所が埋設ルートとし
たん

て選定される。

<(ア)～(エ)の解答群>

① ＣＰＴ ② ＸＢＴ ③ 海事事務所 ④ 海上保安部

⑤ 岩 盤 ⑥ 水中カメラ ⑦ 警察署 ⑧ プロトン磁力計

⑨ ＳＡＴ ⑩ 低水温層 ⑪ Ｄ－ＧＰＳ ⑫ 港湾事務所

⑬ 堆積層 ⑭ ＨＡＳＴ ⑮ 砂礫層 ⑯ マルチビーム音響測深機
れき
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(２) 次の文章は、光海底ケーブルシステムに用いられている分散マネジメント、パワーバジェット

設計などについて述べたものである。 の(オ)～(ク)に最も適したものを、下記のそれ

ぞれの解答群から選び、その番号を記せ。 (３点×４＝１２点)

(ⅰ) ＷＤＭ方式を用いた中継光海底ケーブルシステム(ＷＤＭシステム)の分散マネジメントにつ

いて述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (オ) である。

＜ ＞(オ)の解答群

① 光ファイバ伝送路の累積波長分散量を制御することは、累積波長分散による波形

劣化の低減だけでなく、光ファイバの非線形性と波長分散との相互作用によって生

ずる波形劣化の低減にも有効である。

② 非線形光学効果の影響を抑制するためには、１中継区間内の波長分散がゼロにな

らないようにオフセットする方法が有効であり、その最適なオフセット量は光信号

の変調方式に依存する。

③ ＤＭＦといわれる分散マネジメント光ファイバには、超大口径正分散光ファイバ

(ＳＬＡ)と逆分散光ファイバ(ＩＤＦ)があり、一般に、光信号パワーが低下する光

海底中継器の入力側にＳＬＡを、光海底中継器の出力側にＩＤＦをそれぞれ配置する。

④ ＷＤＭシステムの分散マネジメントにおいてＮＺＤＳＦを用いた場合、ＮＺＤＳＦ

を構成するＬＭＦ(Large Mode-field Fiber)とＬＳＦ(Low Slope Fiber)は、いずれ

も正の波長分散スロープを有するため、累積波長分散量をほぼゼロにできるＷＤＭ

信号波長は限定される。

(ⅱ) 光増幅中継海底ケーブルシステム(光増幅システム)の伝送特性の改善について述べた次のＡ～

Ｃの文章は、 (カ) 。

Ａ 建設当初の設計容量の範囲内で伝送波長数を増やすアップグレードを実施するには、高性

能な光伝送端局装置への置換による伝送特性の改善及び利得等化器の追加挿入による伝送帯

域の拡大が必要である。

Ｂ 光伝送端局装置は、一般に、誤り訂正符号を用いて符号誤り率を改善する符号誤り訂正機

能を有している。誤り訂正前のＱ値がＱリミット以上であれば、光ＳＮ比の低下があっても

所要の伝送特性が実現される。

Ｃ ＷＤＭ方式の光増幅システムでは、使用する波長数が設計波長数と比較して少ない場合、

信号光１波当たりのパワーが高くなり、非線形光学効果による伝送品質の低下が生ずること

がある。非線形光学効果の影響を抑制する対策として、信号を運ばないダミー光を信号光と

同時に送信する方法がある。

<(カ)の解答群>

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ Ｃのみ正しい

④ Ａ、Ｂが正しい ⑤ Ａ、Ｃが正しい ⑥ Ｂ、Ｃが正しい

⑦ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しい ⑧ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しくない
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(ⅲ) 無中継光海底ケーブルシステム(無中継システム)について述べた次の文章のうち、正しいも

のは、 (キ) である。

<(キ)の解答群>

① 無中継システムの伝送距離を延伸するには、大きな信号光パワーを伝送路の光ファ

イバに効率的に入力することが有効であるが、光ファイバへの入力信号光パワーは、

誘導ブリルアン散乱(ＳＢＳ)により制限される。ＳＢＳの発生しきい値は、光ファ

イバの実効断面積に依存し、光信号のスペクトル線幅には依存しない。

② 無中継システムでは、伝送路である光ファイバの損失を補償する方法として、誘

導ラマン散乱を利用した分布ラマン増幅とＥＤＦを遠隔励起する遠隔励起増幅があ

る。この二つの方法を併用すると複合効果による波形ひずみが顕著となるため、同

一システムにおいて二つの方法は併用できない。

③ 分布ラマン増幅を用いた無中継システムでは、一般に、信号光パワーが小さいと

十分な利得が得られないため、分布ラマン増幅区間は送信端近傍に限定されている。

④ 遠隔励起増幅を用いた無中継システムでは、一般に、信号光パワーの大きさを考

慮し、使用可能な励起光パワーによる十分な利得を得るために、受信端近傍にＥＤＦ

を配置し、受信側の陸揚局から１.４８μｍ帯の励起光を送出することにより信号光

を増幅している。

(ⅳ) 無中継光海底ケーブルシステムのパワーバジェット設計において、以下に示す条件の場合、

経年劣化要因のマージンは、 (ク) dＢ である。

(条 件)

ⓐ 光海底ケーブル長 ：３５０.０ kｍ

ⓑ 平均光海底ケーブル損失 ：０.１８ dＢ／kｍ

ⓒ 光伝送端局装置の送信光パワー ：１３.０ dＢm／ch ～１４.０ dＢm／ch

ⓓ 光伝送端局装置の最小受光感度 ：－３８.０ dＢm／ch

ⓔ 遠隔励起光増幅器の利得 ：１５.０ dＢ

ⓕ 設計寿命終了時点のマージン ：１.０ dＢ

ⓖ 上記及び経年劣化要因のマージン以外の設計パラメータは考慮しないこととする。

<(ク)の解答群>

① ２.０ ② ２.５ ③ ３.０ ④ ３.５



 

試験問題についての特記事項 

 

(1) 試験問題に記載されている製品名は、それぞれ各社の商標又は登録商標です。 
なお、試験問題では、  及び TM を明記していません。 

 
(2) 問題文及び図中などで使用しているデータは、すべて架空のものです。 
 
(3) 論理回路の記号は、ＭＩＬ記号を用いています。 
 
(4) 試験問題では、常用漢字を使用することを基本としていますが、次の例に示す専門的用語などについては、 

常用漢字以外も用いています。 
［例］ ・迂回(うかい) ・筐体(きょうたい)  ・輻輳(ふくそう) ・撚り(より) ・漏洩(ろうえい)  など 

 
(5) バイト〔Byte〕は、デジタル通信において情報の大きさを表すために使われる単位であり、一般に、２進数の 

８桁、８ビット〔bit〕です。 
 
(6) 情報通信の分野では、８ビットを表すためにバイトではなくオクテットが使われますが、試験問題では、一般 

に、使われる頻度が高いバイトも用いています。 
 
(7) 試験問題のうち、正誤を問う設問において、句読点の有無など日本語表記上若しくは日本語文法上の誤り 

だけで誤り文とするような出題はしておりません。 
 
(8) 法令に表記されている「メグオーム」は、「メガオーム」と同じ単位です。 
 
(9) 法規科目の試験問題において、個別の設問文中の「 」表記は、出題対象条文の条文見出しを表しています。 

また、出題文の構成上、必ずしも該当条文どおりには表記しないで該当条文中の(  )表記箇所の省略や部分 
省略などをしている部分がありますが、(  )表記の省略の有無などで正誤を問うような出題はしておりません。 

 


